
第 8 章   経 営 分 析

1   供給単価比較表

2   給水原価比較表

3   給水原価構成費用比較表

4   経営分析及び財務分析



１　供給単価比較表

年  度

 科  目 金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

26,832,803,782 209.78 26,528,181,201 208.82 304,622,581 0.96

２　給水原価比較表

原価構成費用＝経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)－長期前受金戻入

年  度

 科  目 金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

営  業  費  用 24,565,586,342 192.05 24,490,489,060 192.78 75,097,282 △ 0.73

1 水 源 費 7,868,237,259 61.51 8,008,671,144 63.04 △ 140,433,885 △ 1.53

2 配 水 費 1,836,485,593 14.36 1,651,618,124 13.00 184,867,469 1.36

3 配 給 水 費 3,466,842,791 27.11 3,625,736,139 28.54 △ 158,893,348 △ 1.43

4 業 務 費 1,636,287,717 12.79 1,621,495,361 12.76 14,792,356 0.03

5 総 係 費 1,537,147,233 12.02 1,460,377,577 11.50 76,769,656 0.52

6 減 価 償 却 費 7,910,914,743 61.84 7,660,208,611 60.30 250,706,132 1.54

減価償却費 9,112,845,744 71.24 8,856,502,762 69.72 256,342,982 1.52

長期前受金戻入 △ 1,201,931,001 △ 9.40 △ 1,196,294,151 △ 9.42 △ 5,636,850 0.02

7
固 定 資 産 除 却 費
･ 棚 卸 資 産 減 耗 費

309,671,006 2.42 462,382,104 3.64 △ 152,711,098 △ 1.22

固定資産除却費
･棚卸資産減耗費

327,482,963 2.56 480,356,352 3.78 △ 152,873,389 △ 1.22

長期前受金戻入 △ 17,811,957 △ 0.14 △ 17,974,248 △ 0.14 162,291 0.00

営 業 外 費 用 585,601,425 4.58 602,733,174 4.75 △ 17,131,749 △ 0.17

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

556,879,387 4.35 586,779,751 4.62 △ 29,900,364 △ 0.27

2 雑 支 出 28,722,038 0.22 15,953,423 0.13 12,768,615 0.09

25,151,187,767 196.63 25,093,222,234 197.53 57,965,533 △ 0.90

水 道 料

年間総有収水量873,295㎥

比較増△減

合 計

令和６年度 令和５年度

年間総有収水量127,037,730㎥年間総有収水量127,911,025㎥

令和６年度 令和５年度 比較増△減

年間総有収水量127,911,025㎥ 年間総有収水量127,037,730㎥ 年間総有収水量873,295㎥
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３　給水原価構成費用比較表

原価構成費用＝経常費用－（受託工事費＋材料及び不用品売却原価＋附帯事業費)－長期前受金戻入

年  度

科  目 金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

金額(円)
1㎥当り
単価(円)

1 2,670,739,439 20.88 2,538,514,970 19.98 132,224,469 0.90

2 726,051,609 5.68 661,932,144 5.21 64,119,465 0.47

3 7,498,983,978 58.63 7,665,518,268 60.34 △ 166,534,290 △ 1.71

4 47,150,160 0.37 39,825,170 0.31 7,324,990 0.06

5 1,294,904,538 10.12 1,359,773,942 10.71 △ 64,869,404 △ 0.59

6 555,010,627 4.34 674,822,368 5.31 △ 119,811,741 △ 0.97

7 529,650 0.01 65,062 0.00 464,588 0.01

8 556,879,387 4.35 586,779,751 4.62 △ 29,900,364 △ 0.27

9 7,910,914,743 61.84 7,660,208,611 60.30 250,706,132 1.54

9,112,845,744 71.24 8,856,502,762 69.72 256,342,982 1.52

△ 1,201,931,001 △ 9.40 △ 1,196,294,151 △ 9.42 △ 5,636,850 0.02

10 309,671,006 2.42 462,382,104 3.64 △ 152,711,098 △ 1.22

327,482,963 2.56 480,356,352 3.78 △ 152,873,389 △ 1.22

△ 17,811,957 △ 0.14 △ 17,974,248 △ 0.14 162,291 0.00

11 2,948,510,573 23.05 2,816,150,135 22.17 132,360,438 0.88

12 3,975,814 0.03 6,525,250 0.05 △ 2,549,436 △ 0.02

13 111,568,091 0.87 129,808,800 1.02 △ 18,240,709 △ 0.15

14 516,298,152 4.04 490,915,659 3.87 25,382,493 0.17

(1) 被 服 費 3,447,260 0.03 2,918,375 0.02 528,885 0.01

(2) 厚 生 福 利 費 2,496,466 0.02 2,555,922 0.02 △ 59,456 0.00

(3) 旅 費 2,129,835 0.02 4,023,499 0.03 △ 1,893,664 △ 0.01

(4) 備 消 耗 品 費 90,130,541 0.70 78,961,767 0.62 11,168,774 0.08

(5) 燃 料 費 3,347,597 0.03 3,557,711 0.03 △ 210,114 0.00

(6) 光 熱 水 費 91,992,725 0.72 89,592,635 0.71 2,400,090 0.01

(7) そ の 他 322,753,728 2.52 309,305,750 2.44 13,447,978 0.08

25,151,187,767 196.63 25,093,222,234 197.53 57,965,533 △ 0.90

令和５年度令和６年度 比較増△減

通 信 運 搬 費

職 員 給 与 費

動 力 費

受 水 費

薬 品 費

修 繕 費

設 備 移 設 費

材 料 費

支 払 利 息

固 定 資 産 除 却 費
・ 棚 卸 資 産 減 耗 費

委 託 料

印 刷 製 本 費

減価償却費

合 計

年間総有収水量127,911,025㎥ 年間総有収水量127,037,730㎥

そ の 他 の 費 用

減 価 償 却 費

年間総有収水量873,295㎥

長期前受金戻入

長期前受金戻入

固定資産除却費
・棚卸資産減耗費
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４　経営分析及び財務分析

 (1)  経営分析比率表

令和
６年度

令和
５年度

一日平均給水量

一日最大給水量

          一日最大給水量          一日最大給水量

有収水量

給水量

給水収益

有収水量

  

給水収益

損益勘定所属職員数

給水量

有形固定資産

解説

負荷率

施設利用率

最大稼働率

有収率

供給単価

給水原価

職員一人当たり
給水収益

固定資産使用効率

施 設 利 用 率 ％ 69.2 68.9

％

％ 73.4

94.7 94.2

最 大 稼 動 率

項　　　目 計　算　式

負 荷 率 ％ 94.3 93.1  × 100

固 定 資 産 使 用 効 率 m
3
/10,000円

74.0

有 収 率

給 水 原 価 円/m
3 196.6 197.5

供 給 単 価 円/m3 209.8 208.8

職 員 一 人 当 た り
給 水 収 益

千円/人 99,750 99,356

 × 100

水道事業の施設効率を判断する指標の一つであり、
需要変動が大きいほど施設の効率は悪くなる。

水道事業の経済性を総括的に判断する指標であり、
施設更新や事故に対応できる一定の余裕が必要となる。

水道事業の施設効率を判断する指標の一つであり、
100%に近い場合には、安定的な給水に問題を残しているといえる。

施設及び給水装置を通して給水される水量が
どの程度収益につながっているかを示す指標である。

6.1 6.2

有収水量１m3当たりについて、どれだけの収益を得ているかを表すものである。

有収水量１m3当たりについて、どれだけの費用がかかっているかを表すものである。

損益勘定所属職員一人当たりの生産性について、
給水収益を基準として把握するための指標である。

この値が大きいほど施設が効率的であることを示す。

一日平均給水量　
 × 100

 × 10,000

 ÷ 1,000

一日給水能力 （予備水源を除く）

 × 100
一日最大給水量

一日給水能力 (予備水源を除く）

経常費用-(受託工事費+材料及び不用品売却原価+附帯事業費)-長期前受金戻入

有収水量
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 (2)　財務分析比率表

令和
６年度

令和
５年度

流動資産

流動負債

総収益

総費用

企業債償還金

給水収益

企業債利息

給水収益

職員給与費

給水収益

解説

自己資本構成比率

流動比率

総収支比率

営業収支比率

企業債償還元金対
減価償却費比率

給水収益に対する
企業債償還金の割合

給水収益に対する
企業債利息の割合

給水収益に対する
職員給与費の割合

計　算　式

資本金＋剰余金＋評価差額など＋繰延収益

負債・資本合計

 × 100

 × 100

 × 100

212.7 174.1

営業収益－受託工事収益

営業費用－受託工事費

 × 100

 × 100
当年度減価償却費－長期前受金戻入

企業債償還元金

企業債償還金が経営に与える影響を分析するための指標である。

企業債利息が経営に与える影響を分析するための指標である。

事業の生産性及び効率性を分析するための指標である。

総資本（負債及び資本）に占める自己資本の割合を表しており、
財務的健全性を示す指標の一つである。

流動負債に対する流動資産の割合であり、事業の財務安全性をみる指標である。

総費用が総収益によってどの程度賄われているかを示すものであり、
100%未満の場合は、収益で費用を賄えないことになる。

営業費用が営業収益によってどの程度賄われているかを示すものであり、
100%未満の場合は、営業損失を生じていることになる。

投下資本の回収と再投資とのバランスを見る指標であり、100%を越えると
再投資を行うに当たって企業債等の外部資金に頼らざるを得なくなる。

 × 100

 × 100

項　　　目

自 己 資 本 構 成 比 率 ％ 76.9 77.2  × 100

総 収 支 比 率 ％ 115.9 116.1

流 動 比 率 ％

営 業 収 支 比 率 ％ 113.0 113.8

企 業 債 償 還 元 金 対
減 価 償 却 費 比 率

％ 50.6 57.0

給 水 収 益 に 対 す る
職 員 給 与 費 の 割 合

％ 10.3 9.9

16.4
給 水 収 益 に 対 す る
企 業 債 償 還 金 の 割 合

％ 14.9

給 水 収 益 に 対 す る
企 業 債 利 息 の 割 合

％ 2.1 2.2
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